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貸借対照表
（単位：百万円）

(資   産   の   部) (負   債   の   部)

Ⅰ 流　動　資　産 Ⅰ 流　動　負　債

現 金 及 び 預 金 5  電 子 記 録 債 務 2,185  

受 取 手 形 1,122  買 掛 金 12,081  

電 子 記 録 債 権 9,447  未 払 金 5,335  

売 掛 金 13,950  未 払 法 人 税 等 401  

商 品 及 び 製 品 5,941  賞 与 引 当 金 617  

仕 掛 品 873  前 受 金 4  

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,046  そ の 他 159  

短 期 貸 付 金 18,593  流 動 負 債 合 計 20,782  

未 収 金 1,298  

そ の 他 112  

貸 倒 引 当 金 △2  Ⅱ 固　定　負　債

流 動 資 産 合 計 53,384  資 産 除 去 債 務 26  

繰 延 税 金 負 債 354  

そ の 他 99  

固 定 負 債 合 計 479  

Ⅱ 固　定　資　産 有 形 固 定 資 産 負　　債　　合　　計 21,261  

建 物 350  

構 築 物 600  

機 械 及 び 装 置 2,038  (純　資   産   の   部)

車 両 運 搬 具 15  Ⅰ 株　主　資　本

工 具 、 器 具 及 び 備 品 147  500  

土 地 677  

建 設 仮 勘 定 8  

計 3,836  資 本 準 備 金 20,742  

20,742  

 無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 18  

計 18  

繰 越 利 益 剰 余 金 19,742  

 投 資 そ の 他 の 資 産 19,742  

投 資 有 価 証 券 3,837  

関 係 会 社 株 式 226  40,984  

前 払 年 金 費 用 1,568  

そ の 他 81  Ⅱ 評　価・換　算　差　額　等

貸 倒 引 当 金 △1  704  

計 5,711  704  

固 定 資 産 合 計 9,565  　　純　資　産　合　計 41,688  

62,949  62,949  資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

金額 金額

そ の 他 利 益 剰 余 金

計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

科            目 科            目

資 本 金

資 本 剰 余 金

計

利 益 剰 余 金



（単位：百万円）

 売  上  高 67,730

 売 上 原 価 57,418

　   売 上 総 利 益 10,312

 販売費及び一般管理費 8,177

     営 業 利 益 2,135

 営 業 外 収 益

　　受 取 利 息 107

　  受 取 配 当 金 81

　　雑 収 入 53

    　　　 計 240

 営 業 外 費 用

　  支 払 利 息 1

　  雑 損 失 13

    　　　 計 13

     経 常 利 益 2,362

 特 別 利 益

 　 投資有価証券売却益 156

    　　　 計 156

 特 別 損 失

　　固 定 資 産 処 分 損 42

　　減 損 損 失 31

    　　　 計 73

     税引前当期純利益 2,445

 法人税、住民税及び事業税 576

 法 人 税 等 調 整 額 13

    　　　 計 589

     当　期　純　利　益 1,856

損益計算書

科　　  目 金　　額



株主資本等変動計算書

（単位：百万円)

資本金

2025年1月1日残高 500 20,742 20,742 18,513 18,513 39,755 544 544 40,298

当期変動額

剰余金の配当 △ 627 △ 627 △ 627 △ 627

当期純利益 1,856 1,856 1,856 1,856

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 160 160 160

当期変動額合計 － － － 1,229 1,229 1,229 160 160 1,390

2025年12月31日残高 500 20,742 20,742 19,742 19,742 40,984 704 704 41,688

純資産
合計

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等
合計資本

準備金
計

その他利益
剰余金

計

繰越利益
剰余金

株主資本 評価･換算差額等
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの：期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等：移動平均法による原価法 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    主として先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

   
(3) 固定資産の減価償却の方法 

1)有形固定資産 

建物、工具、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物：定額法 

器具、備品     ：定率法 

その他の有形固定資産：一部定額法によるものを除き、主として定率法 

    

なお、耐用年数は主に次のとおりです。 

     建物    ：８～50年   

     機械及び装置：８年   

 

2)無形固定資産 

      定額法 

 

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

 

(5) 重要な引当金の計上基準 

1)貸倒引当金 

 当事業年度末に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しています。 

 

2)賞与引当金 

従業員及び執行役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度

に負担すべき金額を計上しています。 

 

3)退職給付引当金（前払年金費用） 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しています。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
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る方法については、給付算定式基準によっています。 

 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、発生年度に費用処理することとしています。 

数理計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間（13年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。 

 

  (6) 重要な収益及び費用の計上基準 

     当社は主に国内及び海外の顧客に製品を提供しています。 

    この事業における製品の販売については、製品の引渡し時点において顧客が当該製品に 

   対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しているため、顧客に引渡された時点

   で収益を認識しています。 

収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、リベート等の変動対価を控除 

した収益に重大な戻入れが生じない可能性が高い範囲内の金額で算定しています。買戻し 

契約に該当する有償支給取引について、有償支給先に支給する原材料の期末棚卸高相当額 

については、棚卸資産を引続き認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚 

卸高相当額については負債として買戻し義務を認識しています。 

なお、製品の販売契約における対価は、履行義務を充足してから主として1年以内に受 

領しており、重要な金融要素は含んでいません。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

前事業年度において区分掲記しておりました受取保険金（当事業年度0.3百万円）につい

ては、金額が僅少となったため、当事業年度においては雑収入に含めて表示しております。 

 

 

３．貸借対照表に関する注記 

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ：  35,140百万円 

 

 (2) 関係会社に対する短期金銭債権 ： 21,427百万円 

    関係会社に対する長期金銭債権 ：    64百万円 

    関係会社に対する短期金銭債務 ： 12,077百万円 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

(1)  関係会社との取引 

     売上高           ：  7,006百万円 

     仕入高           ： 34,311百万円 

営業取引以外の取引高    ：   124百万円 
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(2) 減損損失 

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 

用途 種類 場所 
金額 

（百万円） 

工場資産 
建物、機械及び装置、車両運搬具

工具、器具及び備品 
福岡県福岡市博多区 31 

 

（減損損失を認識するに至った経緯） 

 回収可能価額が帳簿価格を下回った資産グループについて、帳簿価格を回収可能価額ま

で減額しました。 

 

（減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳） 

種類 金額（百万円） 

建物 15 

機械及び装置 10 

車両運搬具 3 

工具、器具及び備品 3 

合計 31 

 

（資産のグルーピングの方法） 

 当社は、事業本部単位でグルーピングを行っています。ただし、将来撤退見込の事業に

関する資産については、個別の資産ごとにグルーピングを行っています。 

 

（回収可能価額の算定方法等） 

 回収可能価額は、使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローが見込まれないため

零と算定しました。 

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1)当期末の発行済株式の種類       ： 普通株式 

  当期末の発行済株式の総数       ： 1,000株 

 

(2) 配当に関する事項 

1)配当金支払金額 

決議 
株式の 

種類 
配当金原資 

配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 

効力 

発生日 

2025年3月31日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 336百万円 336,181円 

2024年 

12月31日 

2025年 

3月31日 

2025年7月31日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 291百万円 290,983円 

2025年 

6月30日 

2025年 

8月5日 
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2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 
配当金原資 

配当金の 

総額 

１株当たり

配当額 
基準日 

効力 

発生日 

2026年3月30日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 637百万円 637,244円 

2025年 

12月31日 

2026年 

3月31日 

 

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

有形固定資産                     234 

賞与引当金             189 

棚卸資産                77 

投資有価証券              64 

その他                              140 

繰延税金資産小計                    703 

評価性引当額           △ 227 

繰延税金資産合計                    476 

   

前払年金費用               △ 494 

その他有価証券評価差額金         △ 325 

その他                           △  11 

繰延税金負債合計          △ 830 

                                             

繰延税金負債の純額             △ 354    

 

 

７．収益認識に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

     顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方 

   針に係る事項に関する注記 (6) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

 

８. 金融商品に関する注記 

(1)金融商品の状況に関する事項 

当社は、運転資金及び設備資金は必要に応じてグループ会社より借り入れており、余剰資

金は借入金の返済に充当または貸付を行っています。 

 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

    2025年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで

す。 
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                                                                      （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 投資有価証券 
その他有価証券 

 

1,873 

 

1,873 
― 

資産計 1,873 1,873 ― 

 

    （注１）「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「短期貸付金 

」、「未収金」、「電子記録債務」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等 

」については、現金であること、および短期間で決済されるため時価が帳簿価額 

に近似するものであることから記載を省略しています。 

  （注２）以下の金融商品は、市場価格のない株式等であることから、上記「①投資有価証券 

その他有価証券」には含まれておりません。当該市場価格のない株式等の貸借対照 

表計上額は以下のとおりです。 

区分 当事業年度(百万円) 

非上場株式 1,964 

関係会社株式 226 

 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

   下記(1)、(2)、(3)の金額のうち、取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等

を含めています。 

 

(1)親会社及び主要株主等 

         （単位：百万円） 

属性 
関連当事者の

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 

期末残高 

科目 金額 

親会社 DIC株式会社 
被所有 

直接66.6% 

当社製品の販

売、原料の購

入、役員･従

業員の受入･

出向、資金の

賃借取引等 

印刷インキ

製商品の 

販売(注1) 

27 売掛金 10 

原材料の 

仕入等 

(注1) 

29,291 買掛金 7,811 

経費等の 

立替(注1) 
12,489 未払金 3,794 

資金の 

貸借取引 

(注 2) 

17,772 
短期 

貸付金 
18,593 

その他の 

関係会社 

大日本印刷 

株式会社 

被所有 

直接33.4% 

当社製品の販

売、役員の 

受入 

印刷インキ

製商品の 

販売(注1) 

6,979 売掛金 2,218 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 価格その他の取引条件は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っていま

す。 

（注２） 利率は市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

 

 

(2) 子会社及び関連会社等 

 該当事項はありません。 

 

(3) 役員及び個人主要株主等 

     （単位：百万円） 

属性 
関連当事者の

名称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 

期末残高 

科目 金額 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社(注1) 

日誠不動産 

株式会社 
- 

オフィスビル

の賃借等 

オフィスビル

等の賃借料の

支払い(注2) 

12 敷金 7 

大日製罐 

株式会社 
- 

金属容器の 

購入等 

金属容器等の

購入(注3) 
686 

電子記録 

債務及び 

買掛金 

274 

製商品の販売

(注3) 
9 

受取手形 

及び 

売掛金 

1 

日辰貿易 

株式会社 
- 

商品の 

購入等 

商品の 

購入 

(注3) 

2 買掛金 1 

製商品の販売

(注3) 
7 売掛金 1 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 日誠不動産株式会社は当社の役員である川村喜久氏及びその近親者が議決権の過半数

を実質的に所有しています。また、大日製罐株式会社及び日辰貿易株式会社は、日誠

不動産株式会社の完全子会社です。 

（注２） オフィスビル等の賃借料等については近隣の相場を勘案して一般的な取引条件で行っ

ています。また、当該取引における物件の所有権は川村喜久氏の親族が代表取締役で

あるユニファイブ株式会社が保有しています。 

（注３） 独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っています。 

 

 

１０．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額   ：  41,688,088円 86銭 

１株当たり当期純利益  ：    1,856,454円 00銭 

 

 

１１．その他の注記 

記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。 


